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本日の講義内容
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1. 2024年度診療報酬改定の概略

2. 2024年度診療報酬改定（診療所関係）
① 全体項目

② 個別項目

3. 介護報酬改定 ―医療機関との関係、連携を中心に―

4. 障害福祉サービス等報酬改定 ―医療機関との関係、連携を中心に―

5. 診療報酬改定・介護報酬改定から見据える医療機関戦略

6. まとめ



診療報酬の改定率推移
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本体部分 その他（薬価等） 改定率

※１ うち、※２～４を除く改定分 ＋０．４６％
各科改定率  医科 ＋０．５２％   歯科 ＋０．５７％   調剤 ＋０．１６％ 
40歳未満の勤務医師・勤務歯科医師・薬局の勤務薬剤師、事務職員、歯科技工所等で従事する者の賃上げに資する
措置分（＋0.28％程度）を含む。  

※２ うち、看護職員、病院薬剤師その他の医療関係職種（上記※１を除く）について、令和６年度にベア＋2.5％、令
和７年度にベア＋2.0％を実施していくための特例的な対応 ＋0.61％  

※３ うち、入院時の食費基準額の引き上げ（１食当たり30円）の対応（うち、患者負担については、原則、１食当た
り30円、低所得者については、所得区分等に応じて10～20円） ＋0.06％  

※４ うち、生活習慣病を中心とした管理料、処方箋料等の再編等の効率化・適正化 ▲0.25％ 
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診療報酬改定のポイント
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項目 概要

共通 賃上げ 賃上げについては、40歳未満の医師・事務向けに初再診料や入院基本料が引き上げられ、看護師等の
その他医療職向けに新規加算（ベースアップ評価料）が設定された

医療DX 医療DXの実現に向けて電子カルテ情報共有サービス（実現は来年度）の活用による情報連携や各種ICT
の活用による看護等の生産性向上が推し進められている

連携 連携においては、介護保険や障がい者サービス等報酬との一体改定として、医療と介護・施設の連携が
強く打ち出されている。介護保健施設は、都道府県との協定締結医療機関と連携して感染対策を推し進
め、中小病院等に協力医療機関を依頼し、入院・往診対応強化を求めることとなった

DPC DPCでは、小規模病院が今後は参入できない定量的な指標（データ件数 月90件以上）が示された。機能
評価係数Ⅱから保険診療指数が削除、効率性指数は患者構成を踏まえた平均在院日数で評価するため、
一部、大きく変化する施設があることが見込まれる

急性期 ICUや急性期病床（7:1）については、今まで以上に厳格化が進む一方で、新たに地域包括医療病棟入院
料が設定され、病床転換を加速する方向が強く示される改定となった。

回復期 地域包括ケア病棟と回復期リハビリテーション病棟では、より機能強化をする方向での微修正が行われた

慢性期 療養型病棟はこれまでの医療区分✕ADL区分の９区分が細分化され、処置区分を加えて30区分となり、
軽度の患者が多かった施設には厳しい改定となる

外来 外来医療では、特定疾患療養管理料から糖尿病、脂質異常症、高血圧が外され、新設の生活習慣病管
理料（Ⅱ）に一本化されることとなり、負担増および減収となる可能性が高い

在宅 在宅医療は、看取り等の少ない軽度患者に対する施設での頻回訪問を手掛けている医療機関や、かかり
つけ等ではない一見さんの緊急往診等に厳しい改定となった。また在支病や在支診が、一般の夜間対応
しない医療機関を支援することがより強く求められるようになった

精神科 精神科は、項目こそ少ないが、地域包括ケアを手掛けるための専門病棟（精神科地域包括ケア病棟）が
新設されたことが大きい。また虐待や不適切な養育が疑われる状況への対応が強化された

2024年度診療報酬改定は、これまでの流れを踏まえつつ、あらゆる分野に踏み込んだ改定となる。大きなテー
マは、賃上げ、医療DX推進、医療介護連携強化、急性期と慢性期病棟再編、在宅医療の一部締め付けである
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本日の講義内容
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1. 2024年度診療報酬改定の概略

2. 2024年度診療報酬改定（診療所関係）
① 全体項目

② 個別項目

3. 介護報酬改定 ―医療機関との関係、連携を中心に―

4. 障害福祉サービス等報酬改定 ―医療機関との関係、連携を中心に―

5. 診療報酬改定・介護報酬改定から見据える医療機関戦略

6. まとめ
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（再掲）診療報酬改定のポイント
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2024年度診療報酬改定は、これまでの流れを踏まえつつ、あらゆる分野に踏み込んだ改定となる。大きなテー
マは、賃上げ、医療DX推進、医療介護連携強化、急性期と慢性期病棟再編、在宅医療の一部締め付けである

項目 概要

共通 賃上げ 賃上げについては、40歳未満の医師・事務向けに初再診料や入院基本料が引き上げられ、看護師等の
その他医療職向けに新規加算（ベースアップ評価料）が設定された

医療DX 医療DXの実現に向けて電子カルテ情報共有サービス（実現は来年度）の活用による情報連携や各種ICT
の活用による看護等の生産性向上が推し進められている

連携 連携においては、介護保険や障がい者サービス等報酬との一体改定として、医療と介護・施設の連携が
強く打ち出されている。介護保健施設は、都道府県との協定締結医療機関と連携して感染対策を推し進
め、中小病院等に協力医療機関を依頼し、入院・往診対応強化を求めることとなった

DPC DPCでは、小規模病院が今後は参入できない定量的な指標（データ件数 月90件以上）が示された。機能
評価係数Ⅱから保険診療指数が削除、効率性指数は患者構成を踏まえた平均在院日数で評価するため、
一部、大きく変化する施設があることが見込まれる

急性期 ICUや急性期病床（7:1）については、今まで以上に厳格化が進む一方で、新たに地域包括医療病棟入院
料が設定され、病床転換を加速する方向が強く示される改定となった。

回復期 地域包括ケア病棟と回復期リハビリテーション病棟では、より機能強化をする方向での微修正が行われた

慢性期 療養型病棟はこれまでの医療区分✕ADL区分の９区分が細分化され、処置区分を加えて30区分となり、
軽度の患者が多かった施設には厳しい改定となる

外来 外来医療では、特定疾患療養管理料から糖尿病、脂質異常症、高血圧が外され、新設の生活習慣病管
理料（Ⅱ）に一本化されることとなり、負担増および減収となる可能性が高い

在宅 在宅医療は、看取り等の少ない軽度患者に対する施設での頻回訪問を手掛けている医療機関や、かかり
つけ等ではない一見さんの緊急往診等に厳しい改定となった。また在支病や在支診が、一般の夜間対応
しない医療機関を支援することがより強く求められるようになった

精神科 精神科は、項目こそ少ないが、地域包括ケアを手掛けるための専門病棟（精神科地域包括ケア病棟）が
新設されたことが大きい。また虐待や不適切な養育が疑われる状況への対応が強化された
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